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世界全体が脱炭素社会への転換に向けて舵を切り始め，モビリティ分野においても新たな技術やサービ

スが次々と生まれている．しかし，新たなモビリティサービスの環境負荷を適切かつ包括的に評価する枠

組みはいまだ整っていない．本研究では，これまでのモビリティ分野における環境負荷の算出や管理のた

めの各種仕組みやガイドライン等を概観したうえで，その動向と課題を明らかにしたうえで，新たなモビ

リティサービスの環境負荷評価の仕組みづくりに向けた論点と枠組みについて考察を行った．環境負荷の

算出及び管理の仕組みを整理すると，1)車両，特に自動車については，厳密に定められた算定方法の下で

各車両の比較が可能な形で規制・制度が設けられており，また，2)都市・地域単位の環境評価については

グローバルな評価指標が多数提案されている一方で，現在，3)その仕組みも提供主体も多様化している交

通サービスに対する環境負荷については，総合的に活用出来うるガイドラインや仕組みなどが提供されて

おらず，多種多様なサービス間で比較可能になっていないことことが明らかとなった．今後，モビリティ

サービスの分野においてこれらを適切に管理するには，①アウトカム指標である二酸化炭素排出量で評価

することを前提に，②多様な形態や排出構造を持つモビリティサービスを比較可能とする枠組み，③実績

データをもとにした企業間の努力を認める仕組み，での環境認証制度の確立が急がれる． 
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1. はじめに 
 

2019年 6月に英国が気候変動法改正において，長期目

標を「2050 年までに温室効果ガス（GHG）正味排出ゼ

ロ」に改訂した 1)ことを皮切りに，世界各国で脱炭素社

会構築に向けた流れが加速化している．日本においても，

2020 年 10 月の第 203 回臨時国会の所信表明演説におい

て，菅義偉内閣総理大臣が「2050 年までに，GHG の排

出を全体としてゼロにする，すなわち 2050 年カーボン

ニュートラル，脱炭素社会の実現を目指す」2)ことを宣

言しており，今後世界的にあらゆる分野において脱炭素

社会への転換が求められる． 
このような中，2017年時点において世界の二酸化炭素

総排出量の 23%（旅客と貨物を含む）を占めると推計さ

れている 3)運輸部門もまた，脱炭素化に向けて積極的な

努力が求められる．その１つの動きとして，世界各国に

おいて 2020 年以降のガソリン車の新車販売の規制や禁

止などの動きも進み始めている． 
他方，運輸分野においては，電動車だけでなく，自動

運転やシェアリングシステムなど様々な技術やサービス

の開発や実証が加速化している． Mobility as a Service
（MaaS）4)は，これまでのように交通をモード（機関）

としてとらえるのではなくサービスとしてとらえ，あら

ゆる交通手段を統合し，ワンストップで予約・決済・利

用できるようにする概念として広く使用されている．こ

のような概念に基づく技術革新やサービス開発は，運輸

部門における様々な交通課題の解決，交通不便の解消や

サービス向上はもとより，自動車産業の産業構造の転換，

ライフスタイルの変革とともに，環境負荷の低減と持続

可能性の回復が付記されている．  
しかし，これらの新たなモビリティ技術やサービスそ

れぞれが，実態としてどの程度の環境負荷削減に貢献し
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ているのか，それらは提供しているサービスの内容や導

入年によって差異がないのか，などは明らかとなってお

らず，一部のサービスにおいては環境負荷が大きくなる

のではないか，と懸念されているものもある．  
これまでの都市交通は，主に「自動車―所有」「公共

交通－共有」の 2つのサービスで成り立っており，かつ

自動車の排出原単位が公共交通を大きく上回っていたこ

とから，交通部門の環境負荷を管理するにあたっては，

1)自動車の燃費効率の向上，そして 2)公共交通へのモー

ダルシフトの 2つのアプローチを中心に考えることが重

要であった．しかしながら，シェアリングサービスや

MaaS など，従来とは異なる多様なサービス形態が普及

した現状においては，その影響範囲は広く，単に走行時

だけでなく，車両やインフラの製造時，サービスの運行

や利用者の行動変容，さらには他部門への正負の波及な

ど，より幅広く環境負荷をとらえる必要がある 5)．加え

て，これらサービスの提供主体も爆発的に増加しており，

企業の大小も様々である現状においては，これまでとは

違った法制度やガイドラインな仕組み作りが求められる．  
本研究では，交通分野における環境負荷管理のための

適切な仕組み作りのための基礎的整理として，まず既存

のGHG排出量の算定･評価手法についてレビューを行っ

たうえで，その動向と課題を整理する．そのうえで，モ

ビリティ革命後に必要とされる脱炭素性評価やその仕組

みのあり方について論点の整理と基礎的な考察を行う． 
 
 

2. 既存の環境負荷算定･評価手法のレビュー 
 
交通部門の環境負荷算定･評価の仕組みは，その評価

対象によって大きく分類することができる．図-1 には

都市･地域の交通システム全体とその構成要素を示して

いるが，自動車や鉄道など交通具そのものの環境負荷を

算定･評価する制度もあれば，それを利用し提供／利用

する交通手段を対象とする場合もある．また，交通主体，

すなわち移動主体に絞って評価を行う研究もおこなわれ

ており，これらを総合して都市や地域，国の交通システ

ム自体を対象とするものもある． 本章では，これらの

算定･評価対象ごとに既存の法制度やガイドラインなど

についてレビューを行い，それぞれごとの特徴や動向，

課題について整理を行う． 
 

(1) 交通具の環境性能に関する法制度 
日本における交通具に関する GHG 排出量に関わる環

境性能管理の仕組みとしては，1979年の「エネルギーの

使用の合理化に関する法律（省エネ法）」策定以来，各

車両規格に応じた燃費基準を設け 6)，1998 年からはトッ

プランナー制度に基づき，燃費値に関する表示事項の設

定や国土交通省による結果の公表，また燃費基準値の達

成度に応じて車体課税の減税（エコカー減税，グリーン

化特例など）が実施され，自動車ユーザーに燃費の優れ

た自動車の選択を促すとともに，車両メーカーへの燃費

性能の改善を促している．対象車種についても年々拡大

しており，1979年にはガソリン乗用車のみが燃費基準の

対象であったものの，1999年からはディーゼル車も含ま

れ，2006年からは重量車（トラック，バス等）、そして

2020年からは電気自動車、プラグインハイブリッド自動

車を含むかたちで燃費基準が定められている． 
海外においても自動車の燃費基準や規制は年々厳しく

なりつつあり 7)，欧州の多くの国で燃費や CO2排出量に

応じて車体課税が決められているほか，米国においても

2025年目標値を定め，その目標への達成有無によってペ

ナルティや優遇措置が設定されている．中国においても

新エネ車へのクレジット制度が導入されるなど世界的な

取り組みとなっている．その算出方法も，現在は走行時

あるいはWell to Wheelが基本であるが，LCAの導入も検

討され始めているなどより包括的な評価が制度に組み込

まれていく可能性がある． 
一方，自動車以外の車両，鉄道あるいは自転車などに

ついては，これらのような法制度は定められていない．

鉄道車両については，「鉄道分野のカーボンニュートラ

ル加速化検討会」8)などで取り組みの議論はなされてい

るが，車両単体としての環境負荷や基準に関する法制度

などはその議論に含まれていない． 

 

図-1 交通部門の環境負荷算定･評価範囲の枠組み 
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(2) 交通手段の環境性能に関する法制度 
サービスに関する環境負荷や性能を評価・認証する手

法や法制度については，大きくは 2つの方向性が確認で

きる．1 つは地域や自治体が交通政策として新たな交通

サービスや政策を検討する際のガイドブックとして，

GHG 排出量や環境性能を評価する手法を提供するもの

である．事例としては，国土交通省が提供する「二酸化

炭素削減効果シミュレーション・ツール（CREST）」9)，

環境省が提供する「地球温暖化対策事業効果算定ガイド

ブック」10)があるが，ともに計画策定や補助金等の申請

において必要な GHG 排出量や効果の算定を行うための

ものとして提供されている．自治体の政策立案過程にお

いて位置づけているという点で実効性は一定程度有して

いるが，これらは計画段階で実施されることを想定して

いるため，代表的な原単位等で推計する手法が基本であ

り，実績や実態とはかけ離れている可能性もある．また

どのような交通手段でも活用できるわけではなく，これ

らの政策が期待されている手段（例えば LRT や BRT な

ど）に限られており，民間事業者が独自で採算性を確保

し実施するような交通サービスには対応していない． 
もう 1つの方向性は，交通手段を提供する事業者の取

り組みを評価認証する制度である．これには例えば公益

財団法人交通エコロジー・モビリティ財団が提供する

「グリーン経営認証制度」11)などが該当する．これは，

運輸事業者に対し，提供する交通事業を含む経営全般に

おける環境配慮の活動状況を認証するものであり，2022
年１月時点で登録事業者は 6,000 者を超えている．自主

的な取り組みの実績を評価し認証するという点で，取り

組みを行うインセンティブがある一方で，低燃費車の導

入率やガイドラインの有無など，評価指標が環境配慮へ

の取組状況のみで構成されているため，その結果 GHG
排出量の削減につながっているのかどうか，また他のサ

ービスや事業者と比較してどうか，といったアウトカム

の視点からの管理が困難である点が課題である．その点

では，一定の事業者であれば，企業活動として発行して

いる環境報告書などから自身の提供している交通サービ

スに対する環境負荷を明らかにしている企業も多い．こ

れらの中には，GHG 排出量を明確に表示している企業

も多い一方で，それぞれの企業活動の管理として実施し

ていることから，評価手法や評価範囲などが異なってお

り，これをもって比較評価等を行うことは困難である． 
交通サービスを評価するという仕組みでは，The Certi-

fication for Sustainable Transportation's (CST)が提供する eRating
制度 12)がある．GHG 排出原単位を含む複数の実績情報

をもとに評価認証を行う仕組みであるが，旅行バスなど

特定のサービスにしか認証が広がっていない． 
 
 

(3) 交通主体に対する環境負荷評価の仕組み 
交通主体が主体的に環境負荷の小さい移動手段を選択

するための評価や認証の仕組みとしては，すでに複数の

路線検索サービス等が検索した結果をもとに移動に伴う

CO2 排出量を表示している 13) 14)．よりインセンティブを

生むサービスとしては，近年 ICT や AI 技術の発展によ

りスマートフォン等で使用できるアプリサービスベース

の取り組みが積極的に行われている．具体的なサービス

としてはMiles15)などが代表的であるが，これはスマート

フォンに内蔵されるGPSデータをもとに，移動手段を自

動判定し，その結果をもとに買い物等に活用できるポイ

ントをためる仕組みとなっている．徒歩や公共交通など

の移動手段のほうが距離に対するポイントが高く，自動

車のほうが少ないなど，より環境配慮型の移動手段を促

す仕組みとなっている．交通主体側が入力･管理する手

間が ICT技術により割愛されることで，2022年４月時点

でダウンロード数が 200万以上と拡大しており，また個

人の移動実態が把握できることから，精度の高い GHG
排出量の把握も可能となる 16)． 

 
(4) 都市･地域の交通システムに対する環境評価 
都市や地域全体の交通システムの環境性能や環境負荷

を評価する仕組みは，近年様々なものが生まれており，

国際的にも活用され始めている．代表的なものは，ISO 
37120:2018 - Sustainable cities and communities17)であり，これ

は持続可能な都市とコミュニティを評価するための指標

を定義したものである．運輸交通部門のみの GHG 排出

量は定義されていないが，都市全体で発生する CO2 排

出量やモーダルシフトの状況など，都市･地域の交通と

環境面を総合的に評価できる枠組みとなっている．

WCCD18)がこれらの評価指標をもとにした認証システム

を構築しており，35か国 100都市以上で認証がとられて

いる（ただし，WCCD の認証は登録データ数を認証す

るものであり，指標による性能の高低を認証するもので

はない）． 同様の評価では，CASBEE-City19)や LEED 
LEED-Cities and Communities20)もまた，環境性能を軸とし

た認証制度を提供している．どちらも建築や都市開発に

ける環境性能認証制度を拡張したものであり，都市を取

り巻く様々なサービスとその環境負荷を総合的かつ第三

者的に評価するシステムとなっている．より交通に特化

したものでは，世界銀行等が出資する Sustainable Mobility 
for All (SuM4All)が提供する Transport Global Tracking Frame-
work 2.021)である．これは都市･地域の交通システムをア

クセス性，効率性，安全性，そして環境負荷の４つの視

点から評価するフレームワークであり，世界中の都市へ

の適用を通じて，その状況比較を行っている．同様にア

ジア EST地域フォーラムにおいて採択された Aichi  2030  
Declaration on Environmentally Sustainable Transport22)では，環
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境性，安全性，経済性，そして農村へのアクセスの４つ

の視点から 20 の指標を提案しており，今後のアジア各

都市におけるEST推進とそのモニタリングのためにこれ

ら指標を活用するとしている．いずれも GHG 排出量だ

けでなく交通システムが提供するサービスや安全性等総

合的な観点から，環境性能評価を行っているものが多い． 
 
 

3.  交通部門の環境性能評価の仕組みの総括 
 
これまでに整理した交通部門における様々な環境性能

評価制度，仕組みについて，表-1 に評価対象ごとに整

理する．交通具（モード）の環境性能については，すで

に燃費目標基準制度が大きな効果を発揮しており、適用

範囲や試験･検証方法などがより実態に即した形となる

よう、年々改良されている．海外においても同様の制度

が運用されており，今後 GHG 排出量の評価範囲も走行

時だけでなくさらに幅広くなる可能性も議論されている

ことから，引き続きこのような制度で環境性能向上に向

けた動きは加速化することが期待できる． 
一方，交通手段（サービス）の環境性能については，

サービスそのものを評価しようとするものと，その提供

事業者を評価しようとするものの 2つに分かれる．前者

は，主に自治体等が政策として検討するためのガイドラ

インが中心であるため，評価対象となっているサービス

がかなり限定されているのが実情である．また事前評価

であり整備後の実態を評価するものでないため，結果と

してそのサービスが真に脱炭素に貢献しているのかを評

価する仕組みではない．事業者を対象とした評価として

は，グリーン経営認証制度などが運用されており，企業

に対する環境配慮の取り組みを促す仕組みにはなってい

るが，あくまで取り組み度合いを評価するものである． 
交通主体に対する評価認証としては，かつてはエコポ

イントなどの取り組みがあったが，現在は ICT技術の進

展によりスマートフォンアプリなどより手間のかからな

い仕組みとなりつつある．それにより継続的な普及展開

の可能性が見えており，今後に期待できる． 
都市･地域全体を評価するものとしては，都市全体，

交通分野のみ，の違いはあれどいずれも国際的に様々な

評価が提案されている．都市全体の評価については先ん

じて第三者評価の枠組みが構築されており，都市間の

PR や競争に活用されるなど普及も期待できる．一方，

これらは GHG 排出量を含む環境性能全体の評価の仕組

みであることから，とりわけ脱炭素に向けた進捗のみを

ターゲットとして評価するものではないことに留意が必

要である． 
全体を概観すると，交通具，交通主体，都市･地域全

体においては，現在それぞれのアプローチで，適正かつ

 

表-1 交通部門の環境負荷算定･評価制度の比較整理結果 

評価対象 
(1)交通具【モード】 (2)交通手段【サービス】 (3)交通主体【パーソン】 (4)都市･地域全体【システム】 

― (2)-1 交通政策 (2)-2 交通事業者 ― (4)-1都市システム全体 (4)-2交通システム全体 

制度的位置づけ 規制+認証制度 ガイドラインが中心 認証制度 情報提供サービス 認証制度 認証制度 

具体例 燃費目標基準 
地球温暖化対策事業効
果算定ガイドブックなど 

グリーン経営認証制度 
など 

Miles, トリマなど 
ISO37120，LEED-CC 

CASBEE-Cityなど 
アジア EST フォーラム 

SuM4all など 
評価時期 事前評価 事前評価 事後(実績)評価 事後(実績)評価 事後(実績)評価 事後(実績)評価 

評価の包括性 
認められている車両規格 
全般に適用可能 

ガイドラインが想定している 
政策やサービスのみ 

事業者全般に 
適用可能 

利用主体全般に 
適用可能 

都市全般に適用可能な 
ものがほとんど 

都市全般に適用可能な 
ものがほとんど 

評価者 第三者認証 自己評価 第三者認証 第三者認証 第三者認証が多い 自己評価が多い 

使用データ 
走行試験に基づく 
実績データ 

計画に基づく 
推計データ 

事業者への調査 
による自己申告 

GPS による実測データ 
主に統計調査結果 
に基づく実績データ 

主に統計調査結果 
に基づく実績データ 

評価の範囲 
燃費のみ 

（その他は別途規制） 
GHG排出量のみ 

交通サービスに加え 
事業活動全般が対象 

GHG排出量のみ 
安全性や経済性等 
総合的な評価 

安全性や経済性等 
総合的な評価 

評価指標の種類 実績に基づくアウトカム 推計に基づくアウトカム エフォートが中心 実績に基づくアウトカム 実績に基づくアウトカム 実績に基づくアウトカム 
GHG排出量の有無 あり(可能) あり なし あり(可能) あり あり 
GHG排出量の範囲 走行時のみが多い 走行時のみが多い ― 走行時のみ 他部門を含む 走行時のみが多い 

レイティング あり なし あり なし あるものが多い ないものが多い 

インセンティブ 減税措置 
評価が補助要件等に 
なっていることがある 

認証結果の PR 
ポイントによる 
インセンティブ 

認証結果の PR のみ 認証結果の PR のみ 

環境負荷の適正評価 
厳密な試験結果に基づく
評価であり，環境性能と
しての妥当性は高い 

計画に基づく大まかな推
計であり、実態と大きく乖
離している可能性 

エフォート指標が中心であ
るため、GHG の排出実態
については評価できない 

GPSによる実測データであ
り環境性能としての妥当
性は高い 

統計情報等をもとにしてい
るため、環境性能の一定
の妥当性は期待できる 

統計情報等をもとにしている
ため、環境性能の一定の妥
当性は期待できる 

適用範囲の汎用性 
あらゆる車種での適用が
可能であるが、自動車に
限られる点に留意が必要 

ガイドラインが想定している
サービスしか評価できない 

一般的な運輸事業者で
あれば幅広く適用が可能
となる 

誰でも利用することが可能
であり、手間も少ないため
適用範囲は広い 

ほとんどの都市・地域で適
用できるよう指標が設定さ
れており適用範囲は広い 

ほとんどの都市・地域で適用
できるよう指標が設定されて
おり適用範囲は広い 

競争性や比較可能性 
統一された試験や基準に
基づく評価であり、比較可
能かつ競争性が高い 

導入前後での効果検証
は可能であるが、都市間・
サービス間比較はできない 

エフォートの簡易な評価と
なるため比較評価はでき
ない 

個人間での比較が可能で
あり、インセンティブによる
競争性も期待できる 

都市間での比較が可能で
あるが指標の特性によって
は有利/不利などがある 

都市間での比較が可能であ
るが指標の特性によっては
有利/不利などがある 

事業者･利用者の 
参画性や行動変容効果 

消費者への PR性も大きく
減税措置も働くことから消
費者･開発者双方の行動
変容効果は大きい 

補助や計画要件となって
いることが多いため自治体
政策への一定の効果は期
待できる 

事業者の環境配慮 PR と
なり評価への協力負荷も
小さいため参画性は高い 

携帯電話の自動判定によ
り手間がかからずポイントイ
ンセンティブがあるため、行
動変容効果が期待できる 

都市間競争のために認証
制度を活用しようという動
きは活発であり展開可能
性が期待できる 

交通部門に限定すると第三
者評価を備えている制度は
多くなく、その分地域の参画
性はやや劣る 
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汎用性、競争性，参画性の高い制度的枠組みが構築され

ようとしている．他方，現在のモビリティ技術の進展で

大きな変化のある交通手段を対象とした仕組みは，国内

でも国際的な状況でもいまだ整っていないが実情である．

シェアリングサービスやデマンドサービスなどの台頭，

交通具の車両規格の多様化，ICT 技術の積極的な導入に

より，交通サービスの環境負荷は提供者の運用方法や工

夫，提供サービスの詳細によって振れ幅が大きくなる可

能性もあり，事前の計画のみでは適正な GHG 排出量の

評価は困難になりつつある．従来とは異なる多様なサー

ビス形態が普及し，その提供主体も爆発的に増加するこ

とが予想される今後において，交通サービスの環境負荷

を適正に評価し，その管理・認証を行う仕組みが求めら

れる． 
 
4.  交通サービスの脱炭素性評価の構築に向けて 
 

前章での考察を踏まえ，今後構築されるべき交通サー

ビスの脱炭素性評価の構築に向けて，論点を整理する． 
 

(1)環境負荷の適正な評価 

今後，交通部門における脱炭素社会に向けた貢献を積

極的に達成するためには，まずは交通部門が提供するサ

ービスが排出する環境負荷，すなわち GHG 排出量を，

より正確に評価することが必要となる．自動車以外の交

通サービスはこれまで，バスや鉄道といった限られた車

両規格を定時挺路線で運行するサービスが中心であった．

そのため，自動車との比較評価の中で，代表的な原単位

による推計でも十分に機能してきた．また，これらの公

共交通ではインフラや車体の寿命も長く，サービス改善

による排出量の変動も小さいことから，整備後の GHG
排出量は利用者数の変化以外には大きく変動しないこと

が想定されてきた．しかし，前述の通りサービスが多様

化し，より軽い設備投資やインフラでサービスが提供で

きるようになり，事業者間の運用方法や工夫による変動

も発生しつつある中では，推計による GHG 排出量だけ

でなく実態データに基づく評価も重要になりつつある．

事業者からの実態データをもとにした適正な評価認証の

仕組みを構築する必要がある． 
 

(2)多様なサービスを包括する評価の枠組み 

前稿でも述べた通り，新たなモビリティサービスは，

これまでの自動車や公共交通と比べて様々な形態を有し

ていいる．サービスによっては新たにインフラや設備の

投資を伴うものもあれば，走行時のバックグラウンドと

なる運行管理において従前よりも GHG 排出量が増加し

ている可能性もある．また行動変容の置き方も以前のモ

ーダルシフトとは異なる可能性があり，そのため単に走

行時，運行時のみの GHG 排出量を評価しても，多様な

サービス間の公平な評価にはなりにくくなりつつある．

これらの変動を包括的に評価するためには，LCA によ

る評価の枠組みを活用する必要があり，走行時だけでな

く総合的な評価の提案を行う必要がある． 
 
(3)サービス間･都市間の比較を可能とする基準 

前節同様に多様なモビリティサービスの脱炭素性の優

劣を公平に評価認証するためには，GHG 算出範囲を拾

えるだけでなく，それを公平に評価するための基準も重

要となる．これまでは自動車からの転換を想定した環境

負荷の削減量などが指標となっていることが多いが，サ

ービスによっては自動車以外からの転換のほうが大きい

可能性もある．また，同じサービスであっても，適用す

る都市によってその原単位は大きく異なる．各都市によ

って適したサービスを推進，評価する上でも，異なる構

造を持つサービスや都市間での比較評価を可能とする基

準の設計も重要な論点となる． 
 
(4)事業者や利用者の行動変容を促す制度設計 

自治体主導ではなく民間企業主導の交通サービスが拡

大すれば，その評価や認証にも，当然民間企業の協力が

必要不可欠であり，これら事業者が参画，協力しやすい

制度設計を検討する必要がある．民間企業の認証制度へ

の参画を左右するのは，①認証制度参画によるインセン

ティブやメリット，②認証制度参画による負担の２つで

ある．インセンティブやメリットについては，想定され

る利用者だけでなく，その他ステークホルダー（投資家，

行政，地域，競合他社など）にどれだけ訴求力があるか

が重要であり，またそれにより具体的な投資や補助を受

けられ宇可能性が高まるかどうかが重要となる．国際的

な展開を望んでいる事業者にとっては，その認証制度が

国際的に通用するかどうかも重要な視点となる． 
他方，負担については，認証に係る費用や料金の負担

はもちろんのこと，認証を得るための労力も重要なポイ

ントとなる．環境負荷の精緻な算定にこだわるあまり，

事業者に多大なデータや資料の提出を求めれば，規模の

大きい企業であればともかく，小規模企業では対応が困

難になる可能性がある．これらのメリットと負担につい

ては，事業者のニーズも把握しながら適正な制度設計を

行うことが重要となる． 
 
5. おわりに 
 
本研究では，これまでのモビリティ分野における環境

負荷の算出や管理のための各種仕組みやガイドライン等

を概観したうえで，その動向と課題を明らかにしたうえ

で，新たなモビリティサービスの環境負荷評価の仕組み
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づくりに向けた論点と枠組みについて考察を行った．環

境負荷の算出及び管理の仕組みを整理すると，1)車両，

特に自動車については，厳密に定められた算定方法の下

で各車両の比較が可能な形で規制・制度が設けられてお

り，また，2)都市・地域単位の環境評価についてはグロ

ーバルな評価指標が多数提案されている一方で，現在，

3)その仕組みも提供主体も多様化している交通サービス

に対する環境負荷については，総合的に活用出来うるガ

イドラインや仕組みなどが提供されておらず，多種多様

なサービス間で比較可能になっていないことことが明ら

かとなった．今後，モビリティサービスの分野において

これらを適切に管理するには，アウトカム指標である二

酸化炭素排出量で評価することを前提に，②多様なモビ

リティサービスを比較可能とする枠組み，③実績データ

をもとにした企業間の努力を認める仕組み，による環境

認証制度の確立が急がれる． 
今後はこれらの論点を中心に具体的な評価手法の枠組

みを整えたうえで，多様なサービスへの適用を行い，そ

の結果を持って具体的な議論へと進めることが求められ

る．  
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